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（ 開会 午前１０時００分 ） 

 

◆開会 

◎議長（中嶋国則） 

皆さん、おはようございます。本日の出席議員は全員であります。 

それでは、ただいまから本日の会議を開きます。本日の議事日程及び質疑・一般質問

の発言予定者は、配付のとおりであります。 

 

◆日程第１ 会議録署名議員の指名 

◎議長（中嶋国則） 

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。本日の会議録署名議員は、会議規則第

８８条の規定により１４番、葛谷議員、１番、仲谷議員を指名いたします。 

 

◆日程第２  議案第８３号  飛騨市税条例の一部を改正する条例について 

               から 

 日程第３７ 認定第１４号  平成３０年度飛騨市国民健康保険病院事業会計決算の認

定について 

 日程第３８         一般質問 

◎議長（中嶋国則） 

日程第２、議案第８３号、飛騨市税条例の一部を改正する条例についてから日程第３

７、認定第１４号、平成３０年度飛騨市国民健康保険病院事業会計決算の認定について

までの３６案件につきましては、会議規則第３５条の規定により一括して議題といたし

ます。３６案件の質疑とあわせて、これより日程第３８、一般質問を行います。 

それでは、発言を許可いたします。１０番、洞口議員。なお、質問中、資料の使用願

いがでておりますので、これを許可いたします。 

〔１０番 洞口和彦 登壇〕 

○１０番（洞口和彦） 

  皆さん、おはようございます。今回の議会は、決算も含め、議題も豊富でございます

ので、全員の議員にですね、３０分の一般質問の持ち時間を十分に発揮していただきた

い。討論を深めていただきたい。そんな意味合いも込めて、久しぶりにですね、３日間

に及ぶ一般質問となりました。本日は、最後の質問となりました。そろそろ時節がら「秋」。

そろそろ皆さんも「飽き」がくるころではないかと思いますが、しばらくは我慢をお願

いしたいというふうに思います。今回、私はですね、２つの質問を用意しました。１つ

はですね、飛騨市の未来に向けた今後５年間のですね、総合政策指針と、もう１つは、

いまやっぱり毎日テレビや新聞で話題になっています消費税改正の問題、この大きく２
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つについて質問をさせていただきたいと思います。消費税ではですね、飛騨市の経済の

動向や、商売、商店の動向ですね。商売ですから、いわゆる「商い」、「飽きない」質問

にしたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、質問に入ります。第１問、飛騨市総合政策指針について。少子高齢化、人

口減少の進む中、飛騨市の将来のありたい姿と進むべき方向を示すものとして、総合政

策指針の骨子案が示されました。第二次総合計画の後継とし、「飛騨市まち・ひと・しご

と創生総合戦略」を兼ねるものであり、飛騨市の今後５年間の政策の柱を示したもので

す。分野別に将来像と目標達成のための取り組み、それから具体的なアクションプラン

を列記し、具体的な事業は毎年度組み立てるとしています。都竹市政４年間の絶大なる

実績と市民の意見交換を何度も実施された、その結果を結集した骨子案と考えます。ま

た、すごくよくできているなというふうにも感じています。今後の取り組みや市長の関

わり方、内容について伺いたいと思います。 

１番目、力を込めて質問します。来年４月までの、実施までのですね、過程と今後の

都竹市長の関わり方、どのように考えているかについてお伺いします。骨子案作成後、

来年３月確定までの取り組みの過程と、市長は実施後の政策にどのように携わっていく

のか伺います。 

政策指針の実現と取り組みに大きな期待を持っています。市長の現在の偽りのない心

境をぜひお聞きしたいと思います。 

２番目に策定にあたっての基本的な考え方は。市長の求める市政の中で、人口減少対

策では、一次、二次総合政策では、人口減少に対する取り組みの歯止め、抑制するとし

ているのに対し、市長は、人口は減るものとしてスタートし、飛騨市の元気を感じても

らうことや障がい児支援の充実の定評を人口増につなげていきたいと言っています。し

かし、第一次、第二次とは向き合い方が違いますけれども、最終的に目指すところは同

じと述べられています。未来の予想人口ビジョンの歯止めや抑制するためには、元気の

出る施策や福祉の充実が基本になると考えられますが、どのように考えて作成されたの

でしょうか。伺いたいと思います。 

４年間、重点的に市長が取り組んだ、地域経済の活性化、福祉対策、地域資源の掘り

起し施策が将来像の中で、「元気な飛騨市」、「あんきな飛騨市」、「誇りの持てる飛騨市」

となっています。それぞれの今後の取り組みの３つの基本的な姿勢を伺いたいと思いま

す。 

３番目に内容に入りますが、指針、骨子案は。第一次が「文化が薫る活力あるまちづ

くり」、第二次が「市民が安心して暮らせるまちづくり」。今回の総合政策指針は、「みん

なが楽しく心豊かに暮らせるまち」をテーマにしています。元気であんきな誇りの持て

る飛騨市の三本柱の将来像を立てて、その取り組みや具体的なプランを列記したものと

なっています。内容について具体的に以下の５点についてお伺いしたいと思います。 

１点目は、課題解決の道筋は。２点目は、具体的なアクションと事業の毎年度組み立
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てる事業のあり方との関連性についてお聞きします。３点目には、市民へのサービス水

準の担保の確保はできているのかについてお伺いします。４点目は、「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」、これを兼ねるとしていますが、その関連性についてお聞きしたいと思

います。５点目は、何といっても、やっぱり財源でございます。効率的な低コストや一

定の収支勘定と、将来的な予算経費はどのように考えているのか。以上、ご質問いたし

ます。 

◎議長（中嶋国則） 

答弁を求めます。 

（「議長」と呼ぶ声あり。）  ※以下、この「議長」と呼ぶ声の表記は省略する。 

◎議長（中嶋国則） 

  都竹市長。         ※以下、この議長の発言者指名の表記は省略する。 

〔市長 都竹淳也 登壇〕 

△市長（都竹淳也） 

  おはようございます。総合政策指針につきましてのお尋ねでございます。全て私から

ご答弁を申し上げたいと思います。大きく３つですけれども、まず最初ですね、実施ま

での過程と今後の市長の関わりということでございます。 

  まず、３月までの取り組みでございますけれども、これまでも申し上げておりますが、

１１月までに骨子案をまとめまして、１２月の総合政策審議会に諮りまして、１月には

パブリックコメントを実施したうえで、２月の議会全員協議会において議員の皆様にも

お諮りし、３月に確定・公表したいとこのように考えております。 

  今後の市長の関わりということでございますけども、これまでの総合計画にしても、

現在策定中の総合政策指針にしても、あるいは他のビジョン等にしても、およそ飛騨市

の政策方針に関わるものにつきましては、飛騨市長を筆頭とする市組織全体で関わって

いくべきものと、そのように考えておるところでございます。 

  ２番目でございます。策定にあたっての基本的な考え方ということでございます。ま

ず、総合政策指針とはどういうものであるかということを改めて簡単にご説明をしてお

きたいと思います。 

  本指針は、現在の市の最上位計画「飛騨市第二次総合計画」が令和元年度までが計画

期間となっておりますことから、その後継と位置付けまして、本市の将来におけるあり

たい姿と、そのために進むべき方向性を示すというものでございます。これは先ほど触

れていただいたとおりでございます。ただ、従来の計画のように計画期間内の具体の事

業を示すということではなくて、政策の大きな柱立てをして、具体の事業は毎年度組み

立てていくということでございますので、従来でいくと基本構想に相当するものと言っ

てもいいのかもしれません。いずれにしても具体の事業を毎年度組み立てていくという

考えでおります。本指針が、これもお触れいただきましたが、第２期の「飛騨市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を兼ねるものとなるということでございます。 
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  策定の考え方ですが、人口減少時代、すでにここは、飛騨市は先進地ということでご

ざいます。実際に予期せぬ未知の課題が次々に現れてきております。今後もそうした状

況が続くと思っております。私自身が市長に就任してからの間だけでも、新たな課題が

次々と現れておりまして、それが市政の中心になってくるということがあるわけでござ

います。そうしたことを前提にするというのが策定の考え方です。実際にですね、新た

な課題が現れてくるということを振り返ってみますと、例えばですね、Ａコープの撤退

に端を発する買い物弱者対策というのがございました。これは予期せぬ出来事であった

わけであります。また、極端な介護人材の不足というものに見舞われておりまして、そ

の中で外国人の介護人材の確保というテーマが新たに出てまいりました。また、市内で

は外国人技能実習生の活用が急激に広がってまいりまして、それに呼応した生活支援と

いうのも当初想定されてはなかったわけであります。いずれもですね、こうしたことは

あり得るだろうと思われていたものの、喫緊の課題として出てきて、そこに迅速に具体

化をしていく対応が求められたということでございますし、これはいずれもですね、学

ぶべき他のモデルがあったわけではない。飛騨市が独自に、飛騨市に合わせて、臨機応

変な対応するということが必要であったというものでございまして、本指針も同じでご

ざいます。具体的な施策、事業を列挙して、着々と実行していくという従来型の総合計

画の考え方ではなくて、こうした未知の課題が出てきたときに瞬発力を持って臨機応変

に柔軟に対応していくというのが大事だと、そういう姿勢を持って策定をしてまいると

いうことでございます。 

  ただそのうえで、目指すべき姿というのは当然あるわけでございまして、これもご紹

介いただいているわけでありますが、大きく柱建てとして、「元気な飛騨市」、「誇りの持

てる飛騨市」、「あんきな飛騨市」、３つおいておるわけでございますが、「元気な飛騨市」、

「誇りの持てる飛騨市」という分野においては、地域資源をしっかり掘り起こしてチャ

ンスにつなげるということが重要であると思っております。この点は、私自身、一貫し

て取り組んできたことでございまして、また同時に現在の地方創生の考え方にも合致す

るものと考えております。そして、これは今後も飛騨市が堅持していくべきものと確信

をしておるわけでございます。 

  また、「あんきな飛騨市」、この分野としては、身近な暮らしの課題解決ということに

なるわけでありますが、これは基礎自治体の根幹をなす分野であるというふうな考え方

でおりますので、これはどんな時代にあっても、市政の最重点でなければならないとこ

のように考えております。 

  ただその際に、高齢福祉でありますとか、障がい福祉でありますとか、子育て支援と

か、分野名で縦割りに議論するということではなくて、弱い立場の方がどこにおられる

のかと、その方々の暮らしはどうなっているのかということを実態をよく把握したうえ

で、オーダーメードの施策を臨機応変に実施していくということが大事でありまして、

そうした思想を今後の飛騨市の姿勢として堅持してもらえるように、この指針の中に明
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記をしていきたいと考えておるところでございます。 

  それから大きく３番目の指針・骨子案につきましての５点のお尋ねでございます。順

次、お答えをいたします。まず１番目、課題解決の道筋ということでございます。やや

抽象的なお話ですので、一般論としてお答えをいたしたいと思います。私自身は課題解

決というのは、どこにもお手本がない状態で課題解決を考えていくということでありま

して、これは知恵の勝負であるとこのように思っております。したがって、正面がだめ

なら横、あるいは後ろといったかたちでですね、あらゆる方向から解決方法を検討して

いく、これがまず一番大事なことだろう。そしてもう一つ大事なことは、ほかの自治体

のモデルを探してきて猿まねするということではなくて、むしろどこの自治体も実施し

ていない新たな政策を自分で実施するんだという心構えが一番重要ではないかと思いま

す。私、前知事の梶原拓知事に長く仕えましたけども、ずっと口癖に言われていたこと

がありまして、岐阜県は、当時岐阜県庁に勤めておったんですが、「ずっと二番煎じのこ

とばっかりやってきた。ほかの自治体・県がやってることを探してきて猿まねをしてき

た。これではだめだと。二番煎じのお茶を楽しんでいる自治体はなくて、一番煎じのお

茶を飲む。そういう自治体にならなくちゃいけないんだ」ということを終始言われまし

て、私自身もそれを自分の哲学としております。したがいまして、ほかのどこも実施し

ていないことに果敢にチャレンジするんだという姿勢を重視してまいりたいとこのよう

に考えております。 

  実際にこうしたことを取り組んでまいりました。例えば、先ほど申し上げました買い

物弱者対策では、移動販売の支援から地域複合サロンへと展開していっているわけであ

りますが、これはどこかのモデルをまねしたものではございません。現場に徹し、市民

との対話の中で困り感を感じ取って、これをやるのがベストであろうという中で展開し

て、結果こうなってきたというものでございます。 

  またさまざまな方々と連携する。これもですね、重要でございまして、連携の中で解

決の糸口がたくさん出てまいります。具体例を申し上げますと、楽天さんと提携をいた

し事業を行っておるわけですが、楽天との連携事業では、最初、飛騨市ファンクラブの

会員証の連携、またネットショップの支援というのが当初のメニューでございました。

しかし、その後人間関係を強化し、話し合いを深め、いろいろな場で夢を語り合う中で、

関係人口の創出とか、ふるさと納税の強化ということへ連携が拡大していって、今それ

が中心になっております。 

  また、東京六本木のメイドインジャパンプロジェクト株式会社という会社と飛騨市の

特産品のブランド化の事業を受託してやっていただいておりますけども、これはこの秋

から飛騨市薬草ビレッジ構想の東京への展開というところにつながっております。 

  また、防災士養成のための防災リーダー養成講座。これを実施したわけでありますが、

この講座の中の断層についての学びから、６月議会でもお認めいただきましたけれども、

富山大学の先生が学生さんとともに市内で調査されていなかった断層を調査するという
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事業につながっているわけでございまして、いろんな人たちと連携するということは、

それが次のチャンスを生んで、それが課題解決につながっていくという、これは好事例

であるというふうに思っておりまして、こうした実践を積み重ねていくということが飛

騨市にとって大事ではないかと思っております。 

  それから全体を通じて最も重要なことは、現場主義に徹するということでございまし

て、現場での対話の中から新たな施策が生まれてくると認識しております。先ほど申し

上げました介護人材の不足という点では、この秋にも外国人の介護人材が市内の介護事

業所に来るということが、ほぼ決まりつつ現在ありますけども、これは膠着状態が続い

ておりました。なかなか苦戦をしておったわけですが、現場の施設の職員と市の職員が

ともに現場に出かけて、チャンスを求めて、いろんなとこに渡り歩いて考えている中で、

ちょっとした人間関係から解決の糸口が見つかったというものでございます。 

  こうした現場で汗をかくいうことは不可欠であろうと思います。元来、現場主義とい

うのは市民との対話でございまして、市長はじめ市の職員が市民の声を直接聞き、意見

を吸い上げ、あるいは微小な暮らしの動きを察知したらすぐにダイレクトに政策に反映

していくという意識を貫いていくことが、極めて重要だと考えております。 

  これも市長も当然同様の姿勢でなければならないと思っておりまして、意見交換会、

あるいは市民との対話のための市政ゼミナール、ふれあいトーク、いろいろやっておる

わけですが、並行してですね、私自身、ＳＮＳ、とくにＦａｃｅｂｏｏｋを通じまして、

毎日欠かさず詳細な１日の情報、ときにはこんなこと書いていいのかと言われますけど

も、意思形成過程に当たるようなものも明らかにしておりますけども、それによって逆

に市民の皆様方から直接メッセージで、「市長、ここを直してほしいとか、ここをこうし

て欲しい」という意見が実は結構いただいておりまして、実際にそれを政策に反映させ

たという事例がいくつもございます。 

  ６月議会で杉崎の公園をきっかけにですね、公園のトイレのベビーシートの設置を事

業化しましたが、これはまさしくＦａｃｅｂｏｏｋを通じて若い父親の方からぜひ市内

の中でこういったことやってほしいという意見をもらったのがきっかけでありました。

こうした現場主義を大事にしていくということが大事だろうと思っております。 

  それから２点目です。具体なアクションと毎年度組み立てる事業のあり方ということ

でございます。これは先ほど申し上げましたけども、総合政策指針は、大きな方向性を

柱として示して、毎年度の予算の中で工夫を重ねて具体的な事業として肉付けしていく

という考え方でございます。 

  ただ中には数年を要するもの、あるいは政策体系をつくる必要が出てくるものという

のがございますので、こうしたものについては臨機応変に政策プランとして個別にまと

めていくということが重要でございまして、これまでの例でいきますと、障がい児者支

援ビジョンですね、これはまさしく１つの政策パッケージにすることが必要だというこ

とでつくったというものでございました。 
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  また、大きな財政負担を伴うものですとか、準備に時間を費やすもの、数年をかけな

ければできない事業というものについては、検討段階からじっくり時間をかけて、財源

対策も含めてしっかりと計画をつくってそれに沿って進めていく必要がございます。こ

れまでの例で言いますと、ひだ宇宙科学館カミオカラボの整備、飛騨古川まつり会館の

改修、スポーツ施設の整備、あるいは市美術館の改修といったものについては、やはり

大掛かりなものになりますので、きちんと計画をつくってそれにしたがって進めていく

ということではないかと思います。また、ハード以外にも、山城の発掘、国史跡指定を

目指した発掘調査。これ４年がかりで行なっておりますが、これもやっぱりきちんとプ

ロジェクトとして特出しすることが大事でありまして、総合政策指針の中ではそうした

記載をしてきたいということを考えておるところでございます。 

  ３番目、市民へのサービス水準の担保でございます。ご質問の中では具体的な言及は

なかったんですが、市民が市から直接受けるサービス、例えば公共交通とか窓口サービ

ス、ごみ、そうしたことのサービス水準という理解でご答弁申し上げたいと思います。

こうしたサービスは、当然、より便利にすることで市民の皆さんに満足をしていただき

たいということは強く願っているところでございますけども、いずれにしても相当の経

費が継続的にずっと必要であるということですから、サービス水準はコストとのバラン

スを考えなければいけないという宿命がございます。 

  例えば、前回の議会でも議員からのご質問にお答えしましたけれど、公共交通。本来

であれば各地域くまなくバスを走らせたいと本当にそう思っております。ただ、財政的

な制約があったり、運転手の確保が困難だという状況もあって、全ての路線を現状のま

ま維持していくということがなかなか難しい。あるいは増加させていくというのが難し

いということで、市民のニーズや需給状況を把握しまして、場合によっては優先順位を

つけざるを得ないというのは、これはやむを得ないことかなと思っております。 

  また、大きな今課題になっているのが入浴施設でございます。観光施設の位置づけが

されておりますけども、実際は地元住民の利用が大半でございます。その利用する地元

住民そのものが減少しておりまして、加えて現状の高齢者の生活実態を見ても、入浴施

設というものが従来ほど支持されなくなっているという中で、市として今後の設備老朽

への財政負担というのを考慮しなければならないと、こういう状況になっております。

実際に突発修繕も頻発しておりまして、その都度非常に大きな金額をかけざるを得ない

ということになっております。そうするとどこまで維持すべきかということをやっぱり

考えざるを得ないということでございまして、将来的にはですね、休止、廃止、統合と

いうことも視野に入れなければならないのではないかと考えております。 

  ただそうした中で工夫をして利便性を高めるということはやっていかなくちゃいけな

いということでございます。例えば古川循環乗合タクシー。先般休止をいたしました。

しかしその一方で、移動目的を通院に限定した通院支援タクシー券、これを発行すると

いうことにしまして、結果としては予算規模はほとんど同じなんですが、利用者数が大
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幅に増加しているというものもございます。このように知恵を絞って、単に廃止して切

り倒して終わりというのではなくて、違う施策に転換をして満足度を向上させるという

ことも考えていく必要があると考えております。 

  それから４点目です。「まち・ひと・しごと創生総合戦略」との関連性ということでご

ざいます。国の第２期のまち・ひと・しごと創生総合戦略に沿ったかたちなるわけであ

りますが、ここでちょっとこの国の戦略を簡単にご説明をしておきますと、令和元年６

月に「まち・ひと・しごと創生基本指針２０１９」というものが公表されました。この

中で、第２期に重点を置く新たな視点というのが掲げられておりまして、一つは「関係

人口の創出・拡大」、また「地域の将来を支える人材育成のための高校改革」、それから

「女性、高齢者、障害者、外国人など誰もが活躍できる地域社会の実現」、「個々人の希

望を叶える少子化対策」、「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の実現に向けた技術の活用」、こうした

とことが掲げられておるわけでございます。少し方向が変わってきたかなということを

思っております。 

  この中で、例えば「関係人口」、あるいは「課題解決型の人材育成」、高校改革のとこ

に入るわけでありますが、あるいは障がいのある方や引きこもりの方々への支援という

ことは、むしろ飛騨市は全国を先取るかたちでさまざまな施策を実施してきたというふ

うに思っておりまして、こちらについては意を強くしてですね、総合政策指針に柱立て

をしたところでございます。 

  少子化対策については、今回地域ごとのアプローチを重視する、あるいは個人の希望

というものを重視するということに変わってきておりますが、飛騨市においては、ふる

さと教育とか課題解決型教育など魅力ある教育の推進、あるいは飛騨市子どものこころ

クリニックのようにさまざまな課題を抱えるお子さんや家族に対して、ほかにない支援

を行うことによって、子どもさんの育ちを後押ししていくという手法をとったわけでご

ざいまして、これが少子化対策に、飛騨市としての結びつくものであるというふうに考

えておるところでございます。 

  また移住対策。こちらにつきましてはとくに昨年あたりから力を入れておりまして、

飛騨三市一村の飛騨地域創生連携協議会での首都圏等へのＰＲ活動ということは当然で

ございますが、飛騨市単独でも昨年度途中から支援制度を強化してきたところでござい

ます。Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０につきましては、ＫＤＤＩとか楽天など国の流れをいち早

く先取りしている企業と連携をしておりますので、そうした中で国の動きに素早く対応

できる体制を整えていきたいと思っております。 

  いずれにしても、こうした国の動きをチェックして、本指針と関連付けて、漏れのな

いようにしていくというのが、この関連性のつけ方だなというふうに思っているところ

でございます。 

  最後にですね、５点目の効率的な低コストや一定の収支勘定、将来的な予算経費とい

う話でございます。まず行政経費の効率的な活用ということにつきましては、これまで
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も取り組んできておるところでございますが、例えば外部に委託することでサービスの

向上につなげる、あるいはコストカットにつなげるという外部委託の手法がございます。

あるいはゼロ予算ということで、目に見えた予算をかけずにですね、人件費と事務費の

中で事業を行うということにも配慮してきたつもりでおります。今後もこうした大きな

予算をかけずに最大限の効果を発揮できるということについては取り組んでいきたいと

いうふうに思います。 

  それから将来的な予算の見通しということでございますが、総合政策指針の中で中期

的な財政見通しと財政運営の方針を示すことにしておりますので、そちらのほうでまた

明確に記載をしていきたいと思っておりますけれども、計画期間における財政の見込み

につきまして大まかに申し上げますと、まず歳入面では市税が堅調に推移していること

と、合併特例や保育園の民営化を終えた本年度以降、普通交付税や臨時財政対策債に大

きな変動要素は見込まれないことから、今後国において大きな政策転換があったり、地

方財政計画全体の縮減とかがない限りですね、この地財計画に基づいて市の規模に応じ

た所要額を安定的に確保されるのではないかと、このように見込んでおります。 

  したがって一般財源総額に関しましては、極端な減少を懸念する状況にはないという

ふうに判断しております。 

  一方の歳出面ですが、今後ですね、会計年度任用職員制度の導入、また再任用期間の

延長、こうしたことが今後出てくることが見込まれておりますので、人件費が総額とし

て増嵩していくことは、これは避けられないということでございます。ただこちらにつ

きましては、これまで取り組んできた起債残高を減らす取り組みの効果で、令和３年度

以降、実質公債費負担が大幅に減少するという見込みをしておりまして、扶助費を含め

た義務的経費の総額は緩やかに減少していくものと、このように見込んでおりますので、

こうした中で対応していくということになります。 

  そうしますと、今後の最大のテーマは起債残高を減らして毎年の公債費を減少させる

ということ、これによって財政余力を生み出すというのが一番大事なことであろうとい

うふうに思います。 

  ですから、コストカットをしてですね、ばんばん事業を切り倒して財政余力を生み出

すというのではなくて、借金をせずに、それを積み重ねる今の流れを堅持することで、

借金返しの額を減らしていって、それで余力を生み出していくというのが、私自身がこ

れまで取り組んできた財政運営の方針でありますし、恐らく飛騨市にとって今必要なの

はこれではないかと思っております。 

  これを実施していくためには、大型投資を抑制する必要がございます。また新たな市

債を発行する場合でも交付税措置がある有利な起債しか使わないということが大事であ

りまして、こうした実質的なですね、市の一般財源負担をとにかく切り下げていくとい

う取り組みを徹底することが大事であるというふうに考えております。 

  また、一律給付型の政策。例えば、ある一定の人たちに一斉の給付をするとか、ある
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いはある一定の人たちの負担を一斉に市がカバーするという政策は極力行わないという

ことが重要ではないかと思っております。これは一度始めてしまうと止められなくなり

ます。しかもこれは将来の財政制約を必ず伴いますので、今後不確定要素が多い中では、

市の財政の手を縛ってしまうことになりかねません。ですので、こうした政策のあり方

というのはやはり極力抑えていかなければいけないのかなと、このように考えておりま

す。 

  幸いですね、この投資的経費、これが一番大きなわけですが、合併特例債の期間内に

やらなくてはいけない主要な施設整備はおおむね完了致しておりまして、今後の事業と

してはすでに計画を明らかにし財源も明確にしておるわけでありますが、旧和光園のリ

ノベーション、それから市美術館の改修、スポーツ振興施設の整備ということがござい

ますが、いずれもこれは財源をすでに確保をいたしておりますので、これ以外の大型投

資は予定していないわけであります。そうしますと、今後は道路とか橋梁とか公園とか、

社会インフラの維持補修というのが主体になってくるというふうに思われます。 

  大きなことはできないと私いつも申し上げておりますのは、こういうことを意味する

わけでありまして、なかなかこう夢を描いてどんどん建物を建てていくという時代では

ないと、こういうことでございます。 

  ただこうした道路、橋梁、公園などのインフラの維持補修。こうしたことについても

国の補助金、交付金あるいは自己負担分に充てる過疎債などの起債を活用する場合でな

ければ行わない。こうした方針を堅持していく必要がございます。 

  今回、古川まつり会館の整備も、そうした意味でかなり大きな、半額近くをですね、

内閣の地方創生交付金が得られたということで着手をしておるわけでございますし、カ

ミオカラボについても企業版ふるさと納税で半額は確保できて、合併特例債が確保でき

たことによって着手をしているわけでありまして、実質の一般財源負担が幾らかという

ことを考えていくということが極めて重要であると、このように思います。 

  さらに、それをやったうえで、投資的経費以外の政策財源を捻出する、ここの負担を

極力下げていく必要がありますので、現在一生懸命取り組んでおりますふるさと納税に

加えまして、企業版ふるさと納税、それから国県補助金の獲得、そして加えて、やはり

一般行政経費の削減というのには不断に取り組む中で財源の確保をしてまいりたいと考

えておるところございます。 

  なお、最終的な予算規模でございますが、合併特例期間の満了によりまして、投資に

充てる特定財源、これが減少してまいりますので、恐らく今後は１６０億円台で推移し

ていくというのがひとつの目安になると、このように考えておるところでございます。

以上です。 

〔市長 都竹淳也 着席〕 

○１０番（洞口和彦） 

  多岐にわたるですね、この総合政策を本当に身近にですね、市長は、そこら中行って、
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動く市政というかたちで、報告していますから、その報告のように１０分や２０分でで

すね、本当にわかりやすく説明していただきました。ああ、すごいなと思っています。

あえてそれを聞いて言うのですが、第１問でございます。これだけのことをですね、私、

今説明を聞いて、ぜひですね、もうちょっと１番の質問を強くすればよかったのかなと

思ったんです。やってほしいんだけど、やるのか、やらんのかという話なんですよ。実

は、これについては、いろんなところで、今注目の的ですし、例えば、私たちのような

１４人の議員についてでもですね、来期はどうなのかという話は、時々ありますよ。市

長なんかは、相当そのへんは、敏感に感じて、これは戦略もありますし、「これ以上述べ

たくない」というならいいですよ。私の聞いている内容とは、若干このほかの面は全部

あっていたのですが、１問だけ。都竹市長は、というかたちです。一般論で言っていま

せんよ。都竹市長は、この計画にどういうふうに関与していくのかという質問なんです

よ。そのへん、市長を筆頭として皆さんでやりますという質問ではですね、何かこれ、

私は、この項目だけが答えになっているとは思っていないのですが、そのへんは、言い

たくなければ戦略ですから言わなくてもいいんですけども、もし、せっかくの機会です

から、皆さんが注目されていますので、ちょっぴりでもですね、これに携わっていきた

いというのがあるならば、今日言ったほうがいいと思いますが、どうですか。 

◎議長（中嶋国則） 

答弁を求めます。 

△市長（都竹淳也） 

  ご関心のことは、重々わかっておったうえで、答弁をしているわけでありますけども、

次の市長選挙がと、こういうことかと思います。今９月でございまして、まだ任期の終

わりまで半年ございます。これは、皆様方も同じであります。しかもですね、この秋と

いうのは、年度の事業が一番刈り取りをしなければいけない。最も重要で、非常に密度

の濃い時期になります。加えてですね、この時期は例年なんですが、国の要望ですとか

市長会関連の行事が立て込んでおりまして、対外業務も非常に集中するわけであります。

そうしますと、それに今もう頭がいっぱいでございまして、全力投入の状態でございま

すので、正直言いますと、まだ十分に考えられる余裕がないというのが、今の現状でご

ざいます。今後ですね、この総合政策指針、議論、この秋も深めてまいりますし、また

その中でこれまでの政策の成果を自分なりに振り返るということもしなければなりませ

ん。また、その中で飛騨市が取り組むべきことをいま一度整理をするという必要もござ

います。その中で、私自身がしなければいけないことは何なのかということを改めて考

えまして、１２月議会の前までには、態度を明らかにしたいとこのように考えています。 

○１０番（洞口和彦） 

  すんなり引き下がります。 

  では、内容について質問いたします。確かに、私が見てですね、具体的なアクション

を決めて、いろんなことを決めて、施策はその都度考えるということなんですが、とく
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に長期的なものは、この段階で具体的な施策を出さないといけないといういうふうに考

えているんです。自分はですね。先ほど幾つかは、長期的にわたるものと列記されまし

たけども、例えば、今も言ってみえますように、少ない人材でまちを維持していきたい

とかですね、健康で長く働いていただきたいとか、それから地域行事を少ない人数でや

りたいということは、これはもう１年の施策でできることではないんですね。その全体

的な施策の一部をかじることはできますけども。そういった場合に先ほど言われました

ように、もちろん突発的なものは、これはここで計画するわけにいきませんから、それ

はその場で起きてくることですので、あれですけれども、ある程度こういうプランの中

でそういうものについてはですね、計画的にたてて、計画的にやることによってですね、

それがやっぱり施策として進んでいける、効果が出てくるというふうに考えるのですけ

れども、そこは先ほど言ったように臨機応変に考える道筋を開いておいて対応していく

のか、そのへんの考えは、もう一度聞かせてください。 

△市長（都竹淳也） 

  総合政策指針は、最上位の指針でありますので、いろんなビジョン・計画があります。

これを基本的には下に従える格好になりますので、例えば昨日も議論がありました下水

道とかですね、長く考えなければいけないものは、そうしたものを従える格好となって

きますから、それが代替していくこととなります。その中間になるものですね、そこま

でのビジョンをつくる、計画をつくるまでもないけれども、ある程度長期でやっていか

なくてはいけないというのが、幾つか出てまいりますので、それは中で、特出しして、

事業として出していきたいと、このように考えていまして、例えばそれが先ほど申し上

げました幾つかのですね、例えばスポーツ施設の整備であったり、美術館等の改修であ

ったりということになってくるのですが、比較的ハード的なものが多くなってくるので

すけれども、ソフト的なものもですね、もちろんその中で必要があればやっていく必要

があろうかなと思います。ただ、結構、現在進行形のものが多いんですね。例えば広葉

樹の森づくりなんかは、純粋なソフト事業ですけども、本当に昨日の一般質問の議論の

ようにですね、他のまちとの連携交流とか新しい手となると、どんどんアメーバのよう

に成長していくというかたちになりますので、そうしたものは、あまり明確なことを書

かずに方向性を書く。ただ、書かなくちゃいけないものは、ビジョン・計画にあるもの

以外のもので、必要なものは記載をしていくと、このように考えております。 

○１０番（洞口和彦） 

  最終的には臨機応変、これが大切ですから、期待したいと思います。それでですね、

ダイレクトに聞きますけれども、地方創生含めてですね、やっぱり田舎に人が来て、何

とか少子高齢化に歯止めをかける。歯止めはかけれないけど、続いていくんですけども、

何らかのかたちでいろんな施策をやることによって、遅らせたり、若干の歯止めをかけ

るということが、目的なんですが、この５年間通じてですね、人口ビジョンというのは、

大体このぐらい減るだろうと想定されていますよね。その線をこれだけ下回ることはな
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いんですけれども、施策を通じてですね、その増加が見込めるような、このぐらいはし

たいというのも含めてでもいいんですけども、例えば２万人切るときには２万１，００

０人確保したいとか、そのような具体的なことまでは言える計画はございませんか。 

△市長（都竹淳也） 

  人口の目標設定というのは、私は、信念でやってはいけないと思っています。これは、

言ってはいけない。結構これ昔からストレートにいろんなところで言っていまして、こ

ういうところで言っていいのか、あれですけれど、「首長で人口の目標を口にできる人は

もぐりである」とか言ってですね、言ってるくらいです。これはそういうことで人って

動くものではない。行政の施策で、人が増えるということは、影響できる範囲はわずか

です。これは、論理的に分析すれば、明らかにそうです。ただしですね、その意味では、

総量での人口の減少幅をこのくらいに収めるという計画を立てるのは、私は間違ってい

るというふうに、はっきり思っていますが、ただですね、もう少しミクロにみていくと、

多少作用できることがないわけではないんですね。大きく言うと、人は亡くなるか、生

まれる。入ってくるか、出ていくと、この４つの要素ですから、亡くなるところはもう

確実に数えられます。これは、寿命が極端に伸びることはありませんから、しかもこれ

が一番大きな要素ですから、人口は亡くなって減りますので、これは間違いなく減って

いきます。生まれる数もほとんど計算できます。これは、出生率が変わっても、母親に

なる女性の数の問題ですから、２０代から３０代の女性の数の問題ですので、しかもこ

こまで、飛騨市くらいの水準にくると、若干の差では、ほどんど影響を及ぼしませんか

ら、これは恐らく誤差の範囲内になってきます。そうすると、入る、出るのところなん

ですが、出ていくところ、これはもう過去５０年、６０年、飛騨市の場合、全く状況は

変わっていないわけですから、勢いおよんでスローガンを唱えることは結構ですが、こ

の流れは大きく変わるものではないと思いますし、むしろその若者が外でチャンスを得

ていくというのは、大事だと思います。ただ、Ｕ・Ｉターンの部分で、工夫はできると

いうふうに思っていまして、今まで新卒にしか声をかけない、新卒にしか採用を考えな

いというところを、中途採用、あるいは、Ｕターン採用を積極的にやるということによ

って、中途の３０代とか４０代の就職者を増やしていくことはできるのではないかとこ

のようなことを仮説として持っておりました。実際に市でやってみようということで、

岐阜県内では初めてでしたが、市役所職員の採用の年齢制限の撤廃というのをやりまし

たら、非常に今年度の新規採用者というのは、非常に多くの人が応募してくれて、非常

に質の高い人材が採れました。しかもですね、ここに全然縁もゆかりもなかった地域か

ら応募してくれて、今ばりばりに働いてくれている職員もいます。そういう仮説を検証

した中身をみますと、それは十分あり得るのではないかと思っておりまして、これが１

つあります。 

  もう１つは、やっぱり移住定住です。これも何回か申し上げましたが、私、正直言っ

て、市長になったころはですね、移住定住というのは、あまりいい施策ではないのでは
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ないかと思っておりましたので、力が入っていなかったというのが、ざんげをいたしま

すが、そのとおりなんです。ただですね、途中でやっぱりここに来られた移住定住の方

と話す中で、地域に対するインパクトがものすごく大きい。小さいまちに１人、来てく

ださったことによって、みんなが勇気づけられて、前進していくという効果がすごく大

きいことを感じまして、今それをしっかり取り組もうということで、やっています。情

報を得る手段を分析していきますと、結構いろんな本で名前が出てきたりする。それか

ら話題になっている。飛騨市というものをよく見かけることがある。定量化はなかなか

できないのですが、それが大きな影響を及ぼしているというのが聞こえます。そうしま

すと、まず本に載って、ランクが上がるように、分析していきますとですね、ちゃんと

項目があるんですね。項目をおさえることによってランクを上げることができるのとい

うのがあるので、それを今回、６月補正で追加して、事業を打ったりしているのですが、

プラスですね、とにかく飛騨市の情報が露出するようにしている。全国的にですね、こ

れはものすごく大きなことで、やっぱりその新聞・メディアの露出が大きい、いろんな

ところで取り上げられる、ということイコール飛騨市は、元気である、あそこに行くと

何かおもしろいことがあるということで、吸引されてきている方が実際においでになり

ますので、やはりそうしたことがこれは数値化できるものではありませんけれども、市

の姿勢としてものすごく大事だと、そこをしっかり押さえていけば、数としてのお約束

はできませんが、確実にですね、一定の移住というものを増やしていくことができるの

ではないかと思いますし、プラス関係人口的なところを広げていくことも、これは移住

のためにやっているわけではありませんけれども、話題を広げていくという中では、重

要なことではないかなとこのように考えているところであります。 

○１０番（洞口和彦） 

  だんだん話がおもしろくなってきましたよね。ではちょっと私、具体的なこの中身に

入っていきたいと思いますけれども、この７０歳までの雇用というのは、１番上の「元

気な飛騨市」に入っていますよね。実は、これ６５歳になるときには国がですね、企業

に確保せよということとか努力目標、６５歳まで働けるようにとか、定年を廃止するの

をやめよとか定年延長せよとかいろいろな再契約の方法もありましたし、いろんな方法

を義務付化しましたよね。だから、いろいろ定年が６０歳から６５歳、だんだん定着し

まして、７割くらいがされているんですね。またここからこの７０歳というのは、また

今度はちがうんですよね。よほどの強い意志とこういう強制的なものを持たないとなか

なかここまでいかないと。とくに今飛騨市の現状をみた場合については、働きたい人は、

ほどんど６５歳過ぎても働いてみえるんですよね。誰かいないかなと思ってもなかなか

仕事が探せない。本当にそういう７０歳部門までのこの雇用も不足しているという現状

を含めてですね、やっぱり幾ら目標をこうあげて、具体的にアクションプランをどう組

んでいくのか、わかりませんけれども、これは非常に難しいと。現状を超えた７０歳に

まで働かせるという。もちろんこれは重要な労働力になりますし、重要なことなんです 
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けども、それらのアクションとしてですね、私はこれ非常に難しいのではないか。よほ

ど国か強制的にやってくれるか、何かしてくれないとできないと思うのですが、そのへ

んは市長はいかがお考えですか。  

△市長（都竹淳也） 

確かにですね、６５歳までと、６５歳から７０歳までというのは、少しちょっとちが

う感じはしますね。それは実際に感じます。企業の経営者の方々は、もう７０歳でもと

にかく働いてほしい、７０歳までとにかく働いてほしいという願いをもういっぱい出し

ていらっしゃいます。その中で６５歳で辞めようかなと思っていた方が７０歳までとい

う方も結構大勢おられることも承知しております。そういう意味では、市の施策・国の

施策ということもありますが、本当に必要な方が、皆さんが必要なんだということを、

市内の企業が一生懸命呼びかけていくということが、雇用する当事者がですね、非常に

重要だというふうに考えていまして、そのための意識付けですね、高齢者雇用というも

のをもっと積極的に推進していく。ただそれは、必要な環境整備というものを伴うもの

であろうというふうに思っています。例えば、今まで立ってずっとできていた仕事、立

って目で見ていてできた工場の仕事が、ちょっと見にくくなる、明るくないとできない。

そういったことも絶対あるはずなんですね。そうしたこともいま一度、各会社の中で見

直していただいて、高齢になってもできるという仕事にあわせていくという意識改革、

あるいは職場改革というものをしていくことが、７０歳雇用というものに近づいていけ

る１つの要素ではないかと思っておりまして、今回あの女性の職場環境の改善の補助金

をですね、高齢者にも拡充して今年度適用しておりますけれど、高齢者・女性と共通し

て行っておりますけれども、こうしたもののメニューとかですね、あるいはその高齢者

雇用に進んでいる企業の実態を実際にこんな工夫をしているよということですね、市内

の企業の皆さんに聞いていただくということをやっていくことが、結果としてそこに近

づけていく手法になるのではないかなとこのようなことを思います。 

○１０番（洞口和彦） 

はい、よくわかりました。また、歳をとりますとまた私も７２ですから、７０歳まで

という議論ができないんですけれども、いろいろとですね、労災面とか若い者への悪影

響とかいろいろございますし、そのへんも注意がいることではないかと思います。 

実は、先日できましたハイパーカミオカンデですが、１５の国がですね、協力して協

議会をつくってやられるという、概算予算要求が十何億通って、今度はですね、神岡の

町の上で、大きな１０倍規模のものができるんです。そうすると、飛騨市先端科学都市

構想、飛騨市はあきらめていませんし、やっていますが、このアクションプランの中で、

項目的にですね、どっかに大きくこの支援プラス、神岡のまちに近いところですから、

上ですから、住居・会議いろんな面、目標としていたそのへんですね、大きくこの切り

進んでいく、あの足掛かりになると思うんですよ。そういった場合にまあ、元気な飛騨

市なのか、誇りの持てる飛騨市なのか、そこですね、当然この飛騨市先端科学都市を世
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界にアピールするとか、アクションとしてはですね、どれだけのくる労働者にどんだけ

するとか、会議所設定までまた企業版ふるさと納税ございますし、つくるのか、そのへ

んのですね、このプランの中にですね、これは入れる項目ほど大きい。世界のことです

から、ここには入れなくても十分だという考えもあるかもしれませんけれども、神岡に

とってはですね、やっぱり売名的に売る行為として、市長のとっている重要な項目だと

思うのですが、そのへんの考えはどうでしょうか。 

△市長（都竹淳也） 

  そのとおりだと思います。これまで今あるスーパーカミオカンデをカミオカラボとか

をつくって、いかにその市民の皆さん、あるいは観光の皆さんに見ていただくにはどう

するかということをやってまいりましたけれど、このハイパーがいよいよこうして事業

化が決まったという中では、間違いなく向こうこの５年間の課題としてですね、どうい

う経営体制をとって、それを次、完成後見据えてどう展開していくかというのは、間違

いなく大きなテーマですので、これは、当然中にですね、しっかり位置付けて、その方

針を変えていくことになろうかというふうに思います。 

○１０番（洞口和彦） 

  ちょっと、資料提出許可されていますよね、皆さんに渡してある地域フローと地域力

ストック指標、こういうあの調査はですね、いろんなところでやっていますし、これは

一次調査ですけれども、ある程度新聞紙上を賑わせた調査なんですよね。私はまあ、今

までの「この飛騨市にしかない、飛騨市が最初だ」、いろんな政策、これらを含めてです

ね、その前のちょっととってませんので、わかりませんけれども、間違いじゃないかと

思うほど順位が低いんですよね。例えば、その地域の魅力の評価の地域力フロー指標で

は、裏に書いてあると思うのですが、３７位。全国的には、１２５７位。それから地域

力ストック指標、これは市として実際として生き残れるかという指標なんですが、これ

もですね、これもやっぱり裏ページの３６位ぐらい。だいたいそこに定位置といいます

か、なっているんですよね。これには、市長、不満はありませんか。 

△市長（都竹淳也） 

  はい、これ中部圏社会経済研究所というところのレポートですね。あの実は、これ、

６月末に出ていたもので、あの当時ちょうど経済レポート情報ってこうしたレポートが

出てくるサイトがあって、私ずっと見てるものですから、これ出たとき、見ました。こ

ういうものは、やっぱり当然「えっ」と思ってチェックしますので、あの今回も改めて

見直してみたのですが、指標の設定がですね、非常におかしいと思っています。例えば、

これ地域フロー指標っていうのがと地域フロー指標ですね。これ、要するに何かの要素

をやると人が異動してくる。その要素となるものを指摘しようとこういうことなんです

が、これがですね、見ますとですね、これ一体誰がこんなことを考えるんだという話な

んですけど、例えばですね、ウエイトが大きいですね、ところで住民福祉というのがあ

るのですが、１人当たり児童福祉費、１人当たり老人福祉費が大きいとこれを評価する
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ということになっているんです。１人当たり児童福祉費は、何かと言いますとですね、

一番大きいのは、保育費です。保育園にかけるお金ですね、それから児童手当がこの次

にいきます。老人福祉費で一番大きいのは、あの介護保険の繰り出しなんですよ。それ

からですね、老人ホームの措置費は、和光園の措置費ですね、これが充実すると人がく

るんですかって話です。そもそもですね、これ誰が考えたのか知りませんが、あの私は、

シンクタンクの研究員の質をちょっと疑うというかですね、そういう内容ではないかと

思っております。あのストック指標もですね、先ほどお触れになったとおり、ここにい

る人が頑張っていることですから、頑張ってこの地域を維持できるというところを評価

しているので、高齢者の就業率が高いと、ここは上にくるということなんですが、あの

飛騨市はですね、年金水準が比較的高いという特徴があってですね、あとサービス産業

が少ないという特徴があって、高山・下呂に比べると、高齢者就業率がちょっと低いん

ですね。恐らくそうなってくるとですね、全体的には、高齢者のウエイトが高いですか

ら、このストック指標が下がってくるとこういうことになるんだろうと思います。そう

いう何ていうのでしょうか。こう中身を見るとですね、あまり一喜一憂するものではな

いなと思いますし、大抵こういうものはですね、良くなったときは、行政が自慢すると

きに使い、悪いときはですね、市政批判される議員にあの材料として使われるというの

は、大体相場でありますけれども、その意味でもですね、我々も議員の皆様からも両面、

客観的にみられるのがよろしいのではないかとこのように思います。 

○１０番（洞口和彦） 

  一喜一憂、喜ぶことはないと思いますが、確かに低いんですよね、私もやっぱりびっ

くりしました。しかし、あの書いてあることがですね、これはやっぱり１１７くらいの

地域規模・所得水準・雇用状況・財政規模・税金の負担・自然環境・地域のつながり・

きずなとか教育文化・教養・安心安全、いろんな分野からもちろんここに選定されてい

る点数は５つの項目、しぼったことで取り上げたものは、もうちょっと少ないですけれ

ども、これは５分野の１７指標ですか。しかし、これは飛騨市に合わせた評価でござい

ませんので、全体同じ基準でやっている評価ですから、いろいろ反論はどこでもあると

思うんですけれど、認めざるを得ない一遇なんですよね。だから思ったよりもその規模、

若干今までの「飛騨市だけですよ」とか「ここしかやっていません」、「飛騨市は自然が

豊かで」云々言ってもやっぱり生活環境になると、若干こういう見方もあるんだなとい

うことは、これを勉強せざるを得ないと思うんですよね。とくにやっぱり心配している

のは、やっぱり消滅とかいろいろありますけども、これ２０２５年ですか、１．５以下

になりますよね、この指標が。地域の長期的な持続性の関係でストック指標が２０２５

年ですか、１．４９、１．５を切ると、そういう維持できないような市町村となってく

る。このへんを非常に心配しているんですよね。だからこの指標がですね、これに歯止

めをかけるんだというような、そういうふう、これに反論する意味でですね、そういう

ふうに感じますか。 
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△市長（都竹淳也） 

  とくにストック指標のほうは、こういうふうに計算すれば、多分こうなってくると思

いますし、どこで仕切るかを別にして、全体的に下がっていることは間違いありません

ので、ただあの消滅可能性都市のときにですね、「消滅するんだ、消滅するんだ」とそこ

だけをヒステリックに叫んだ方は世の中たくさんおられたんですけど、じゃあ例えば、

飛騨市をミクロに見たときに飛騨市という単位で合併してますが、例えば、旧河合村、

旧宮川村が合併せずにいたとすれば、恐らくそのもっと数字的には低くなるわけであり

ます。じゃあ消滅しているかというと、消滅してませんですね。で、逆に個別に見たと

きに、宮川も河合も確かに高齢化のは高い。高齢者の方も多いです。でも、あの文化に

かける思い、例えば、宮川でもそうですが、河合でもそうですが、文化地域づくりにか

ける思いというのは、むしろ飛騨市の中でも特筆すべきものがある。それがまた、とく

に宮川町杉原、今年関係人口のプロジェクトはそこでやっていただいていますが、それ

が都市部の人を吸引して、ここはいいところだと人が来るって流れもある。ですから、

あの消滅可能性都市と、あるいはこういう数字になるからということを受け止めること

は必要ですし、認識することも必要ですが、そうだと言ってそこで意気消沈してしまう

ことが本当の敗北で、何を言っとるんだとあのそんなことはあり得ない。そのあり得な

いモデルを我々が示してやるという思いで向かうのが一番大事なことじゃないかなと思

います。 

○１０番（洞口和彦） 

  ぜひそうしていただきたいし、そうなるように私たちも頑張りたいと思っています。 

  あとですね、地方創生の関係で、ちょっとお聞きたいのですが、もちろんこのプラン

の中ではですね、「しごと・まち・ひと」というモデルで３つに分けてうまく組み込んで

ありますよね。先ほど言われましたように、この地方創生もですね、本当に期間が一緒

ですから、もちろん組み込まれて、同じようなこと言ってるわけですからすごくいいな

と思っているのですが、やはり引き続き、一極集中性を解除したいというのが、大きな

目標ですし、今言われました関係人口の関係を柱として、１つは、関係人口の関係とそ

れからやっぱり地域の解消を狙うような勉強、いろいろ５つほど言われました。その大

きいのが２つなんですよね、あの今「しごと」の中で出しているのは。その際、先取り

した関係で、関係人口、実は、８月２８日に都市部と連携して、いろいろと話し合われ

ていますよね。そこの中でも、地域振興課に関係人口係をつくるということを発表され

ていますが、これはどのようなかたちでこれを利用していくということなんですか。そ

れからそのシンポジウムに対してですね、こういうことは良かったよということがあれ

ば、ちょっと教えてください。 

△市長（都竹淳也） 

  シンポジウム、いろいろな課題もありましたのですが、関係人口というもののメカニ

ズムとか、実際メカニズムがわかったあとにどういうふうに関係人口といわれる人たち
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とつながっていけばいいのかというところの糸口を探るという意味では、非常にチャレ

ンジングなシンポジウムであったというふうに思っております。よくですね、関係人口

ってまだ本当に黎明期にある概念でしてですね、これが急激に今、総務省中心に提唱さ

れて、重視されるようになって、去年あたりから非常に重視されるようになって、今年

骨太の指針に入って、「まち・しごと・ひと」の中にも入ってきたと、こういうことなん

ですが、ここを短絡的にですね、我々先行してやっている実感として言いますと、「関係

人口って何人なんだ」とかですね、「関係人口は移住につながるのか」とかそういう問い

をたてるというところ、間違いをすでに犯し始めている人たちが結構いる。関係人口と

いうのは、移住を目的とした取り組みでは決してないわけです。むしろ、移住しない人

たちとどうつながるかということでありますし、そのときに関わる、関わり方というの

を数えるよりも、質が大事なんだというのが、先行した我々の取り組みの１つの成果で

す。それは、飛騨市ファンクラブというものをつくっても、３，１００人という数にな

っているのですが、その中でですね、３，１００人にもなりますと、１０人、２０人で

すね、本当に熱心な人たちってのが出てきていて、何も、一銭もお金出さないのに、こ

こにわざわざ来て飛騨市の事業を手伝ってくださったり、あの先般も東京のファンクラ

ブの集いを手伝ってくださったり、こっちで古川祭のブースの手伝いに来たり、私のま

ち案内のツアーに同行して手伝ってくださったりと考えられないんです、今までは。お

金も出さない。とくに頼むわけでもなくて、自主的に来られる。これが関係人口なんで

すね。これが関係人口。そうすると、その人たちはどこで、どう関係人口になったのか

というポイントがあるわけでありまして、今、関係人口係が研究しているのはそこなん

です。それを楽天さんと一緒になって、楽天さんと東京大学と一緒になって研究してい

るというのが、今その状況。そうすると、どこかで感動ポイントがあるんですね。市民

のこういうあるおばちゃんの対応に感動したとか、ある人がこうしているのに感動した

とか、あるいは中には、飛騨市がこんなに一生懸命なのに感動したという方もいらっし

ゃいます。そういう今までのＫＰＩ（ｋｅｙ ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ ｉｎｄｉｃａ

ｔｏｒ）という指標ではみれないところにポイントがあるんだということがだいぶわか

ってきていて、それをかたちにすれば、逆にそれを意識してやることによって、関係人

口を増やすことができるのではないかというのは、我々の仮説なんです。実際、多分そ

の仮説は間違っていないのではないかというところにかなり今近づきつつあるので、そ

れを今年度関係人口係を中心としたプロジェクトで明らかにして、それをじゃあどうや

ってつくり込んでいくのかということにつなげていくというのが、今後の取り組みかと

思いますし、恐らくそれをやっているところはあんまりないというか、ほどんどまだな

いので、そこが実証できればですね、飛騨市はモデルになれるんじゃないかと思ってい

ます。 

地域振興課に関係人口係を置いたのは、まさしくそういうことを中心でやっていきた

い、研究してもらいたいという思いでつくりました。関係人口を増やすということが、
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結局は目的にはなるのですが、まだばっとした概念ですから、まずその概念のメカニズ

ムを明らかにして、ポイントを探っていくというのが、今年度の大きなテーマであると

いうことです。今、職員は、係長はもう１つの地域振興課の係長が兼務をしております

けれども、スタッフはですね、楽天から派遣してもらっている社員の地域活性化マネー

ジャーと飛騨信用組合から派遣していただいている地域振興マネージャー、この２人を

配置し、そこに市のプロパーの職員が加わる格好で運営しております。 

○１０番（洞口和彦） 

  あの確かに今までの方針ですと、交流人口はいろいろ増えたんですね、住む人がＵ・

Ｉターン、少なかったんですが、今回はかなり国の改革が踏み込んでいますよね。交流

促進を地方側にですね、都市市民を受け入れる機会をつくるとか、情報提供していく関

係づくり、仲介する仕組みを構築するところも含めて、この兼業・副業で地方に貢献し

たいと考える人を地方の中小企業に引き合わせる制度をつくっていくという、そこまで

今回は踏み込んでいますから、若干私は、さっき市は増えていかないと言いましたけど、

やっていくんじゃないかと。とくにですね、このいい例で、一昨日の新聞であったと思

うんですが、恵那でですね、あのタイトルが「副業社員地元企業の星に」というタイト

ルでございましたが、都市部の有名な企業や相手企業と専門的な人材と中小企業、依頼

するところ、希望するところに結ぶサービス事業で人材を紹介するところをスキル支部

ですか、つくったということで、実際モデルケースを４つやったら、もう３つは埋まっ

てしまったと。こうなりますと、実際ですね、もちろんあの市もですね、これ１０万円

補助して、すごく意欲的に協力していますから、もちろん今、人口関係は、飛騨市も進

んでいますけれど、また恵那市のように進んでるところがあるんですよね。ここまでな

るとすれば、ある程度その数字的なものに現れるのじゃないかと思いますが、いかがで

しょうか。 

△市長（都竹淳也） 

  そうですね、あの兼業、今キーワードだと思っておりますし、その兼業の数ってのも

１つのこれは把握ができるようになりますから、あのそれも指標化ができるんじゃない

かなという気はします。あの実は、今年当初予算の中にふるさと兼業っていう事業を設

けておりまして、まだこっちの受け手側の事業をつくるのが、どうもうまくいかなくて

ですね、やっているのですが、まだあのかたちになかなかなってこないんですが、岐阜

にあります「Ｇ－ｎｅｔ」（ジーネット）というＮＰＯ法人との連携でこれをやっていく

ということで、今進めているところでございまして、やっぱり飛騨市の中で、そういう

ものを兼業するような方を受け入れて、部分的にあるところだけ来てやってもらう。そ

れから、もちろん所属されている会社の方で、それを認めてくれるという体制ももちろ

んいるわけですね、その方のですね、いずれにしても２地域仕事といいますか、そうい

ったことが今後キーワードになってくることは、間違いないし、恐らく恵那市さんは、

そこはもうすでにですね、先行されております。さっきのＮＰＯ法人「Ｇ－ｎｅｔ」（ジ
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ーネット）さんの関係では、ほかの行政ではないですけど、いくつか事例がすでに岐阜

県内にありますので、飛騨市もぜひついていきたいと思っていますし、それは本当、議

員おっしゃるようにある程度数字として把握できるようになればすばらしいなとこのよ

うに思います。 

○１０番（洞口和彦） 

  私はやっぱり項目にかなり大きくウエイトを占めていますし、期待している項目です。

もう一つは、やっぱりあの高校生を対象にしたですね、実践教育で何とか問題解決がで

きるような人材を育てていくということ。これは、学園構想含めて、ここに３番目ので

すね、「誇りの持てる飛騨市」に入っていますので、これをまあまあいいと思うんです。

あの地方創生との関係でですね、実は地方創生事業、まあ９，０００億円という金が使

われていますし、先ほど来、市長、言っていますように、飛騨市はですね、この金をで

すね、かなり有効に活用していますよね。例えば、企業版ふるさと納税でカミオカラボ

つくりましたし、今のまつり会館含めてやっているんですが、基本的にこの地方創生で

金を使ったけども、実際効果がないというのをいうのが、通常の一般的判断なんですよ

ね。実際にもいろんな人に言わせますと、地方創生、やっぱり地域が主体となって知恵

を出した事業を進めると。今までやとその政府が認めた事業で応募をして、いいよとい

うかたちで金をもらっていた。これでは本当の地方創生にはならないということ。それ

からやっぱり権限もですね、もっと自治体に任すべきだと。国が仕切ってしまうのでは

なくて、金つかんでも餌やって何とかせよとかだって非常に地方分権になっていないと

いうかたちが大きく問題化されてますが、この点ですね、市長は、今は金をかなりいた

だいて、地方創生のお金をいただいて、有効に使っていますから、よかったと思ってい

ると思うんですけれども、今後はそういう方向に向けるべきじゃないかと。地方がです

ね、権限分譲されて、自分たちが計画をして、自分たちのこの本当、地方創生を考えて

いくというやり方がいいと思うのですが、そのへんについてはどうお考えですか。 

△市長（都竹淳也） 

  一般論ではありますけども、やっぱり地方への税源移譲・財源移譲というのは、やっ

ぱりもっとしっかりしてほしいなという気がします。地方創生のときも確かに同じこと

を思いまして、地方創生の交付金で配っていただくよりも、地方交付税に地方創生枠、

ある程度事業のその中身は自由に任せるけれども、例えば、検証なりを少し入れるとか、

そういうやり方もあるんじゃないかと思ったことも実際ありますし、これは、やっぱり

まあ継続して、ずっと国には県市長会・全国市長会通じてですね、求め続けていること

ではありますが、やっぱりこれ政治運動としてですね、もっと地方の自由度の高い財源

の獲得というのは、これは政治の問題として我々大いに取り組んでいかなきゃいけない

テーマだなというふうに思っているところでございます。 

○１０番（洞口和彦） 

  何行にわたって質問しましたけれど、財源もですね、若干質問したかったんですけど
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も、安心だということです。今までも何回か討論してますし、大まかに理解したと。ぜ

ひですね、この指針を実のあるものとして、それから最初に言いましたように、都竹市

長が携わるような方向にむけてですね、やっていただきたいと切望しております。 

  では、次の質問に入ります。消費税の改正についてということで、お願いします。 

  実は、今朝です。ちょっと感動したことがあったのですが、私、駐車場入ってきまし

たら、大型バスがとまって、若い人たちは３０人ほど降りてきたんですよね。若い人た

ちは、えらい古川、訪ねてくれたのかなと思って、私は運転手に聞こうと思ったんです

よ。聞きにいこうと車をとめて行ったら、１人の役場の職員がもう聞いているんですよ。

話してるんですよね。やっぱり調査をしている。どこから来たかというと、旅館組合の

方で、２泊・３泊して、昨日は高山で、八ツ三でごはんを食べて、白川へ行くという。

それが若い層の人ばかりの人数でしたが、市の職員もですね、いろいろ言っていますけ

ど、いろいろ調査しているんだなと本当に感動しました。ここで、一生懸命聞いてです

ね、私も急に思い立って、あれ行こうかなと思ったらそうでしたから、本当にすばらし

いなと思ったことが、今日一日元気にできる秘訣かなと思っています。それで、この消

費税についてもですね、いろんな市場調査をやってみえると思うのですが、そのへんに

ついて聞いていきたいと思います。 

アメリカを中心とした保護主義の高まり、米中の貿易摩擦や韓国との対立の深刻化等

でですね、景気後退が進んでいます。また有効求人倍率もですね、３カ月連続で悪化。

２００９年の８月のリーマンショック以来の１０年ぶりで先行きを警戒する声が聞こえ

てきます。そんな折、消費税の１０パーセント増税が実施されることで、地域経済への

影響が心配されています。また今回の消費税増税は、複雑な軽減税率やキャッシュレス

決済によるポイント還元導入等、非常に複雑な制度となっています。中小事業所の準備

が遅れています。飛騨市における消費税改正に対する取り組み、準備状況を伺います。 

１番目、１０月改正の実現は。政府は、消費税１０パーセントの引き上げを「リーマ

ン級の事態が起こらない限り実施する」としてきましたが、今までに２度も延期されて

いるのも事実であります。実施についての指導や準備の遅れについて何らかの提言があ

ったのかお伺いします。 

２番目に体制の準備は万全か。その中で３つを質問します。商品の複雑な軽減税率適

用。外食を除く飲食料品の税率を８パーセントに据え置き、同じ食品でも持ち帰りと店

内飲食では税率が異なる複雑な制度となっているが、市民にはどのくらい理解されてい

るのか。最近品薄とされる軽減率対応レジシステム購入の補助金の利用や普及はどう進

められているのか伺います。 

２番目にポイント還元制度の導入についてお伺いします。還元率が５パーセント、２

パーセントと店の規模により対象店が限定されたり、店によりキャッシュレス支払いの

利用が限定されたり、カードによりポイントをつけたり、還元分を差し引く等、全てが

複雑となっています。レジシステムの普及が約４割と遅れ、登録申請した中小事業者が
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８月２９日現在で、２００万店のうち約５１万店と４分の１であります。飛騨市の中小

事業所におけるポイント還元制度の導入の取り組みはどうなっているのか伺います。 

３点目にプレミアム付商品券の交付についてお伺いします。今回の商品券は、住民税

非課税者と３歳未満の子育て世帯対象の発行となっています。３歳の子どものいる世帯

には該当者の購入引換券が送付されますが、低所得者は窓口申請となっています。該当

者の把握や周知は万全でしょうか。該当者で希望者全員が全額購入できるのか伺います。 

３番目に飛騨市の経済における影響についてお伺いします。現在の飛騨市の経済状況

と買いだめ等の動向、消費税増税による飛騨市経済における影響はどのように考えてい

るのか伺います。また、改正後、標準税１０パーセントには、地方消費税が２．２パー

セントと跳ね上がります。飛騨市の消費税収入の動向はどのようになるのかについてお

伺いしたいと思います。 

◎議長（中嶋国則） 

答弁を求めます。 

〔商工観光部長 清水貢 登壇〕 

□商工観光部長（清水貢） 

  消費税の改正について、順次お答えをいたします。消費税の１０パーセントへの引き

上げにつきましては、現在のところ、国からは、その実施や準備の遅れに関する指導は、

一切ございません。 

次に体制の準備は万全かとのお尋ねについての３項目について、お答えをいたします。

商品の複雑な軽減税率適用につきましては、制度の周知は、国はもとより、各方面に対

し市内の商工団体等により周知、啓発がされているところでございます。 

  軽減税率対応レジ・システムの利用については、市内商工団体では相談は受け付けて

おりますが、申請は国直接であるため状況等には把握ができておりません。関係省庁の

ホームページでも申請状況の公表などはされておりません。 

  ポイント還元制度の導入についてですが、こちらは経済産業省の特設サイトに登録加

盟店が掲載されており、市内では令和元年９月２日現在、９２店舗が登録されておりま

す。還元制度導入については市内商工団体がセミナーを開催するなど周知普及に努めて

おるところでございます。 

  プレミアム付商品券についてですが、周知は市広報誌、町内回覧に加え、低所得者の

対象者につきましては、岐阜県市町村行政情報センターのシステムにより該当者を絞り

込み、その約３，２００人に直接郵送にて案内をしているところでございます。 

  該当者で購入希望者は全員購入することができますし、この事業の性質上、商品券を

全額、または５回までに分けて購入することができます。 

次に、３点目の飛騨市の経済における影響についてお答えをいたします。 

全国的に今回の消費増税においては、前回の平成２６年の消費増税のときのような駆

け込み需要は起きていないと言われております。市内事業者への聞き取りにおいても、
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一部の生活必需品で若干のまとめ買いによる需要はあると回答する事業者もありました

が、おおむね全国的な傾向と同様のようでございます。 

したがいまして、増税後の消費動向についても、正確な判断は難しいものの、前回増

税時のような大幅な反動減はないのではないかと推測をしております。しかし、各メデ

ィアの見解もさまざまで、予断を許さない状況であり、引き続き事業者への聞き取りを

行い市内景気動向を注視してまいります。 

  〔商工観光部長 清水貢 着席〕 

◎議長（中嶋国則） 

続いて、答弁を求めます。 

〔総務部長 泉原利匡 登壇〕 

□総務部長（泉原利匡） 

  続きまして、３点目後段の「飛騨市の消費税収入の動向」についてお答えさせていた

だきます。 

消費税・地方消費税の最終負担者は消費者であり、税収は「最終消費地」に帰属され

るべきですが、商品の流通過程において、製造業者、卸売業者等の中間事業者が本店所

在地の税務署に消費税と地方消費税を一括して申告納付するため、最終消費地と税収が

帰属する都道府県に不一致が生ずることになります。このため、商業統計や人口を基に

した指標により都道府県間の精算が行われ、精算後の地方消費税の２分の１が都道府県

内の市町村に「地方消費税交付金」として交付されます。 

議員お尋ねの収入動向につきまして、平成３０年度決算における飛騨市の地方消費税

交付金の収入額４億６，７００万円を基準として、税率の引き上げによる単純計算を行

いますと、１億３，７００万円の増収となりますが、ここで、財務省では５．６兆円の

増収のうち、軽減税率に伴う減収分を１兆円程度と見込んでいることを考慮いたします

と、増収額は１億１，３００万円、増収後の総額は５億８，０００万円程度と見込まれ

ます。 

なお、今般の税率の引き上げは、社会保障と税の一体改革に基づくものであり、増収

分の全額を社会保障の充実・安定化に充てることとされていることから、使途の限定さ

れない一般財源の増収につながるものではありません。 

  〔総務部長 泉原利匡 着席〕 

○１０番（洞口和彦） 

  今朝もテレビでね、増税後に買ったほうがいいのか、今買ったほうがいいのかという

ような議論をやっていましたし、あの近辺では、この場合は何パーセントだと、外で食

べたらどうやとかベンチで食べたらどうだとか、やっぱクイズ問題にもなっていました

が、この理解度というのはですね、市民の間では、どのくらい行き届いていると感じて

おられますか。 

 



25 

 

◎議長（中嶋国則） 

答弁を求めます。 

□商工観光部長（清水貢） 

  私は、この質問をいただいたのちに新聞情報等でいろんな特集で調べさせていただき

ました。一般市民においても非常に理解度は低いのではないかなということは思ってお

ります。 

○１０番（洞口和彦） 

  あまり心配していないようですけれども、９２店舗がポイント還元制度に入るという

ことですが、全体では、これは何パーセントくらいの比率ですか、飛騨市の中では。 

◎議長（中嶋国則） 

答弁を求めます。 

□商工観光部長（清水貢） 

  定点観測の景況調査をしている事業所が３３８事業所ございます。全てが小売店業で

はございませんけれども、その９２店舗ということでございますので、約３分の１くら

いかなということを思っています。 

○１０番（洞口和彦） 

  全国的には、最終的にもう４分の１、２００万店のうちですね、５１万店、最終的に

は、６０万店になるだろうと。今、新聞、毎日見るかぎり変わってますからね、なかな

か難しいと思うんですが、ということになりますと、全国平均もかなり低いんですよね。

その原因はやっぱり店がですね、永久に続く、これ、６月までの限定ポイントですので、

やってもすぐにだめになるということと、店が永久に続けるのかということ。それから

非常にむずかしくてですね、利用できない。年寄りが多いから。利用しない人が多いと

か、そのへんの理由はどのようにお考えですか。全国平均よりも弱いということですが。 

◎議長（中嶋国則） 

答弁を求めます。 

□商工観光部長（清水貢） 

  経営者がやはり高齢であるというようなことでありますとか、なかなかそういった理

解度がないというようなこととか、あるいは、もう自分の代で店を閉めるというような

方の多いそういう零細事業所が多いというようなことから、低いものかなということを

思っております。 

○１０番（洞口和彦） 

  全体的にもう１９日になったのですが、関心度はやっぱり弱いですよね。あとであれ

ですが、それから予算の関係で今年のこの地方消費税は、今まで１．７パーセント率で、

４億６，０００万円予定してありますよね、予算案には。これがさっき確か、１億３，

７００万円だけれど、もうちょっと減って１億１，３００万円ほどに増えるということ

ですが、５億８，０００万円近くなるということを言われたと思うのですが、これはた
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だ増えるものではないというようなことを言われたと思うのですが、そのへんの説明を

もう一度お願いします。影響があるのかどうか。 

□財政課長（洞口廣之） 

  お答えいたします。増える額がですね、１億１，３００万円ということで、ご答弁を

申し上げました。消費税がですね、５パーセントから増税される際にその消費税収の増

収につきましては、「その使途を明確にし、官の肥大化には使わず、全て国民に還元し、

社会保障財源化する」という大綱が閣議決定されております。消費税５パーセントの折

の地方消費税率は１パーセントでございました。それが今回１０パーセントのうち２．

２パーセントになるということでありますけれども、その１．２パーセント分について

は、全て社会保障財源ということで、技術的なことを申し上げますと、これは全て基準

財政収入額に算入されることになります。それと同額の需要が増えるわけでございます

ね。例えば、今の保育園の無償化もこれを財源に行うということであります。したがい

まして、同額の需用費が交付税算定上は加算をされまして、そこで相殺されるというよ

うなかたちになります。したがいまして、自由な使途となる一般財源は生じないという

意味のご説明をさせていただきました。以上です。 

○１０番（洞口和彦） 

  難しくてですね、最後ですね、頭が動かなくなってしまいましたが、とにかくですね、

この消費税が非常にわかりにくいということは事実だと思うのです。本当に質問を出し

たら何問でも質問できるというような項目でございますが、混乱のないように、とくに

ですね、このことにおいて小さな商店がやめていくような傾向には絶対にならないよう

なですね、指導と監視をお願いして私の質問を終わります。 

〔１０番 洞口和彦 着席〕 

◎議長（中嶋国則） 

以上で、１０番、洞口議員の一般質問を終わります。 

以上で、質疑ならびに一般質問を終結いたします。 

 

◆委員会付託 

◎議長（中嶋国則） 

  ただいま議題となっております、議案第８３号、飛騨市税条例の一部を改正する条例

についてから議案第９８号、飛騨農業共済事務組合の解散に伴う財産処分についてまで

の１６案件につきましては、お手元に配付しました議案付託一覧表のとおり、各常任委

員会に付託をいたします。 

次に議題となっております議案第９９号、令和元年度飛騨市一般会計補正予算（補正

第２号）から議案第１０４号、令和元年度飛騨市国民健康保険病院事業会計補正予算（補

正第１号）までの６案件につきましては、議員全員をもって構成する予算特別委員会を

設置し、お手元に配付しました議案付託一覧表のとおり、予算特別委員会に付託いたし
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たいと思います。これにご異議ございませんか。 

  （「異議なし」との声あり） 

◎議長（中嶋国則） 

  ご異議なしと認めます。よって、議案第９９号から議案第１０４号までの６案件につ

きましては議員全員をもって構成する予算特別委員会を設置し、これに付託のうえ、審

査することに決定いたしました。 

 次に議題となっております認定第１号、平成３０年度飛騨市一般会計歳入歳出決算の

認定についてから認定第１４号、平成３０年度飛騨市国民健康保険病院事業会計決算の

認定についてまでの１４案件につきましては、議員全員をもって構成する決算特別委員

会を設置し、お手元に配付しました議案付託一覧表のとおり、決算特別委員会に付託し

たいと思います。これにご異議ございませんか。 

  （「異議なし」との声あり） 

◎議長（中嶋国則） 

  ご異議なしと認めます。よって、これら１４案件につきましては議員全員をもって構

成する決算特別委員会を設置し、これに付託のうえ、審査することに決定いたしました。 

 

◆休会 

◎議長（中嶋国則） 

ここでお諮りいたします。９月１３日から９月２４日までの１２日間は、常任委員会、

予算特別委員会、決算特別委員会審査等のため本会議を休会といたしたいと思います。

これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

◎議長（中嶋国則） 

ご異議なしと認めます。よって９月１３日から９月２４日までの１２日間は、本会議

を休会することに決定をいたしました。 

 

◆散会 

◎議長（中嶋国則） 

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。次回の会議は、９月２５日午前１０時

を予定しております。本日はこれにて散会といたします。 

お疲れ様でした。 

 

（ 散会 午前１１時３５分 ） 
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